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1.はじめに 

多くの地方自治体が施策を向上・改善させる目的

で市民への施策満足度調査を実施しているが，多く

の問題点を抱えているとも指摘されている．本研究

では施策満足度調査に着目し，サービスクオリテ

ィ・モデルと呼ばれる一般企業が提供したサービス

が顧客に受け入れられているかどうかを調べる手法

を用い，満足度指標の向上ないし後退は，市民の期

待感と地方自治体が提供する実際の市政の差から生

じていることを確認する． 

 

2.研究の方法とその特徴 

地方自治体の調査担当者は「施策満足度調査で明

らかな変化は表れるだろうか」という疑問を持つ可

能性がある．これに対し，二つの方法で確認を行う．

一つは施策導入前と導入後を比較するための手法で

あり，二つ目は満足度の認識方法である． 

はじめに，施策導入前と導入後の比較法として，

政策評価法に着目した．図-1に示したものが施策評

価の構造
1)である．二次点の評価を行う際に社会的な

マクロ経済変動を修正する必要がある．図-1でマク

ロ変化量⊿と示した部分がこれに相当する．施策評

価法ではある政策について導入したグループとそう

でないグループに分け，1年度次と2年度次の差分

Cross Section (CS)を観察するが，実際の政策は一度に

導入されるものなので，政策導入のあるグループ

（処置グループ）だけが残る．1年度次と2年度次の

変化分はBefore and After (BA)として示される．しかし，

ここで特定の政策やプログラムによらないマクロ上

の変化によって，比較グループにて⊿の変化があっ

たと推定すると，その変化分は影響を取り除く必要

がある．BAから⊿を引くと正味変化量εだけが残る．  

施策満足度調査では，第1期と第2期の調査の満足

度指標の変化はBAとして現れる．問題点は，施策は

全市民に展開されるので，政策導入のないグループ

（比較グループ）を人為的に作ることができない．

従って，図-1に示す⊿は導出することができない．

ここで，第1期と第2期の全ての設問とサンプルの総

統計量である満足度指標の差分が⊿であると仮定す

る．この⊿分を超えて変化する満足度調査結果が現

れた施策については，正味変化量ε として導き出すこ

とが可能である．数式化したものがこれである． 
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正味変化量ε＝前後変化量BA－マクロ変化量⊿    (1) 

 

二つ目に，市民の不満足は期待感と実施策とのギ

ャップから生ずるという問題について考察する．

Andersonは「満足度は顧客の期待と実際のサービスの

差である」
2)と述べている．Parasuraman et.al.は，サー

ビスクオリティ（以下SERVQUALと呼ぶ）として，

組織が提供するサービスレベルと，顧客が期待する

サービスレベルとのギャップを分析する手法を1980

年代中盤に提唱した
3)．一般企業のサービスを地方自

治体から提供されるサービスと置き換えると，図-2

に示した地方自治体におけるSERVQUALモデルとな

る．市民と施策立案主体の接点において，市民の満

足度はGap 5 に現れる．市政への期待値と実際の施策

のズレによって市民の不満が顕著に現れるのは，特 
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図-1 政策評価の構造1) 

図-2 地方自治体におけるSERVQUALモデル 
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に，転入して間もない 市民である．彼らにとって当

該自治体における「過去の経験」と「口伝えによる

評判」は長く住んでいる住民より小さく「市民から

期待される施策」と「提供された施策」の二点間の

問題，すなわちGap 5に単純化できると仮定する．

Gap 5を導出する方法として，まず1年度次と2年度次

それぞれの転入者Gap5を求める．次に2年度次から１

年度次のGap5を減じ差分を導く(式2)．第三に二回の

施策満足度調査から満足度指標平均値（ここでは不

満足度%）の差分であるマクロ変化量⊿を求める．最

後に，転入して5年以内のグループと5年以上住み続

けている住民の満足度指数の差から⊿を減じて正味

変化量εを求める(式4)．それでもなお満足度が改善

されたものが改善施策群であると示すことができる． 

2年度次と 1年度次の差= Gap52－Gap51 (2) 

実は式(2)は図-1中の前後変化量BAと同義である． 

  BA = Gap52－Gap51   (3) 

これを式(1)に代入すると正味変化量εが導かれる． 

 正味変化量ε＝Gap52－Gap51－⊿ (4) 

 

3. X市施策満足度調査での実証 

 (1)  調査分析1 

X市は三町が合併して出来た大都市近郊の人口約 5

万人のコンパクトな地方自治体である．X市では第 1

期調査として，2008 年 11 月に市内居住の成人 4,000

人を対象として施策満足度調査を実施した．施策を

36 項目に細分化し設問とし，1,544 の有効回答を得た．

第 2期の施策満足度調査は 2010年 7月に同一の設問，

抽出法，配布法にて実施し，市内居住の成人 4,500 人

を対象として 1,705 の有効回答を得た．筆者は満足度

調査平均値法がもたらす「市民の意見の分散が見え

なくなる」という弊害を除くために，不満足（不満，

やや不満）を表明する市民を抽出する方法として秀

島・山岡の研究 4)を援用し，不満足％法を用いた．  

両年度の比較の準備として，マクロ変化量の導出

を行った．2008年度の全質問，全回答者の不満足％

の平均値は17.0%であり，2010年度の全質問，全回答

者の不満足％の平均値は12.7%であった．両年度の施

策満足度データに存在するマクロ変化量⊿は，--4.3%

と導かれた． 

(2) 調査分析2 

満足度の認識のために，転入して5年以内のグルー

プの1年度次と2年度次の満足度指数の比較を行った．

各施策において4.3%を差し引いた結果が正味変化量

εつまりGap 5である．2010年度の不満足％から2008

年度の不満足％を減じ，さらに⊿分を減じる．この

不満足値がマイナスとなる場合は対象施策が改善し

ていると判断できる．ゼロあるいはプラスになれば，

番
号

設問
2008年

転入者Gap5
2010年

転入者Gap5
2010年－
2008年差

正味変化量
ε

1 水害を防ぐ施設の整備（雨水貯留池やポンプ場建設） 13.1% 7.1% -6.0% -1.7%

2 防災機能の強化（防災無線や自主防災活動支援） 9.4% 6.8% -2.6% 1.7%

3 防犯・交通安全（街路灯整備や交通安全活動） 43.1% 30.1% -13.0% -8.7%

4 消防・救急体制（消防団への支援など） 5.6% 4.1% -1.5% 2.8%

5 上水道・下水道(上水の供給、下水道の整備) 25.6% 20.2% -5.4% -1.1%

6 ごみ処理・資源回収、し尿処理 35.0% 21.5% -13.5% -9.2%

7 火葬施設の整備、墓地の維持管理 8.4% 5.7% -2.7% 1.6%

8 公園・緑地の整備 28.4% 25.6% -2.8% 1.5%

9 環境美化、環境保全活動 19.1% 17.8% -1.3% 3.0%

10 駅周辺開発、土地区画整理の推進 39.4% 32.7% -6.7% -2.4%

11 街路樹、植樹帯の維持管理 17.6% 14.2% -3.4% 0.9%

12 市道の整備・維持管理 31.8% 37.9% 6.1% 10.4%

13 コミュニティバスの運行 22.9% 21.2% -1.7% 2.6%

14 小学校・中学校の施設整備 11.1% 3.9% -7.2% -2.9%

マクロ変化量⊿ -4.3%

変化したとは言えないとの結果が導かれる． 14件あ

る社会基盤に関連する設問についてこれらの作業を

行った結果が表-1である． 

GAP 5の値が2008年度よりも改善されたのは14件の

施策のうち6件であった．水害を防ぐ施設，防犯，上

下水道，ゴミ処理，駅周辺開発，小中学校整備であ

る．一方，市のマスタープランでは10件の重点施策

が計画されていた．水害を防ぐ施設，防犯，上下水

道，ゴミ処理，駅周辺開発，小中学校整備，および

消防救急，コミュニティバス，環境美化，公園整備

である．重点施策の6件について不満足度が低下して

いることを明らかにすることができた． 

 

4.おわりに 
14件の社会基盤施策を調べた結果，6件の施策に有

意な不満足度の低下があることが認められた．これ

らの施策は，2006年に市民と有識者を交えて構成さ

れた政策提言会議での提言を踏まえ，10件の施策と

して重点的に展開したものの一部である．紙幅の都

合により詳細を割愛するが，重点施策ではない施策

については一つも不満足度の改善は起こらなかった．

これは自治体が真剣に動けば満足度は変化しうるこ

とを意味している．以上，本稿で提示した手法によ

り，市民の満足度の視点から施策を評価することが

できることを明らかにした． 
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表-1 正味変化量εの導出と変化が認められた施策 
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